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北海道発の
ヘルスケア産業創出を目指して

国における
ヘルスケア産業創出の動き

　我が国では高齢化が進展し、医療費や介護費等社会保障
費の適正化への対応が喫緊の課題となっています。
　こうした状況を踏まえ、政府では公的保険外の予防・健康
管理サービスの活用を通じて、生活習慣の改善を行うことで
「国民の健康寿命の延伸」と「新産業の創出」を同時に達成
し、「あるべき医療費・介護費の実現」につなげるヘルスケア
産業の創出を推進しています。

北海道ヘルスケア産業振興協議会活動報告書

全国より高齢化が先行する北海道
　北海道では、今後、人口減少と少子高齢化が急速に進展し、平成52年の高齢
化率は40.7％と推計されています。
　全国に先行して高齢化が進む北海道において、地域の元気高齢者の活躍に
向けた環境整備や地場産業と連携した「医・農商工連携」の推進等、新たな
ヘルスケア産業創出が重要な課題となっております。
　こうした中、平成25年9月、全国に先駆けて、北海道ヘルスケアサービス創造
研究会を立ち上げ、さらに、平成27年4月、北海道ヘルスケア産業振興協議会
を設立し、新たな産業創出に取り組んでいます。

高齢化率の推移（全国・北海道）

（出典：住民基本台帳、日本の地域別将来推計人口）
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北海道ヘルスケア産業振興協議会は、

医療・介護機関と民間事業者が連携し、

北海道の特性を踏まえた

ヘルスケア産業の創出を目指す

プラットフォームとして、活動しています。

この冊子では、こうした活動を

さらに広げていくため、より多くの皆さまに

協議会への理解を深めていただきたく、

この一年間取り組んできた活動について、

ご紹介します。

地域に根ざしたヘルスケア産業の創出

「地域の経済活性化」と「あるべき医療費・介護費の実現」

公的保険内の医療・介護
（地域包括ケア）

農業・観光等の地域産業との連携
（医・農商工連携等）

公的保険外の運動、
栄養、保険サービス等

新産業創出

地域医療・
介護体制の構築

（出典：次世代ヘルスケア産業協議会資料）
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北海道ヘルスケア産業振興協議会

北海道ヘルスケア産業振興協議会活動報告書

▶ 目的 　北海道において、医療・介護機関と民間サービス事業者等との連携を促進することで、
地域特性を踏まえたヘルスケア産業を創出・育成し、地域における住民の健康寿命延伸、
新産業・雇用創出、医療・介護費の適正化に貢献することを目的とする。

▶ 設立年月日 平成27年4月1日

▶ 事業内容 ・ 会員相互の連絡調整及び関係団体との連携 
・ 地域における公的保険外サービスの実践 
・ 地域資源を活用した「医・農商工連携」の実践 
・ ヘルスケア産業創出のためのプラットフォームの構築 
・ ヘルスケア産業に関する情報収集・情報発信　等

▶ 会員 医療・介護機関、健康・生活関連サービス、IT・
バイオ、ものづくり、金融機関、観光サービス、
大学・研究機関、行政機関、各種団体　等
189機関（平成28年２月現在）

▶ ワーキング
　 グループ

▶ これまでの
　 取組

　会員間のネットワーク構築や新たなビジネ
スモデル提案・検証を行うための活動基盤と
して設置。平成27年度は、4つのワーキンググ
ループが活動しています。（p13～14参照）

▶ 運営委員 【会長】 徳田　禎久 社会医療法人禎心会 理事長
【委員】 上坂　真智子 お食事のカウンセリングサロンcolan主宰・管理栄養士
 大場　隆志 株式会社ソプラティコ　代表取締役
 谷内　好 社会福祉法人渓仁会　理事長
 中島　則裕 生活協同組合コープさっぽろ　専務理事
 星川　光子 NPO法人いぶりたすけ愛　理事長
 渡辺　富士雄 日清医療食品株式会社　北海道支店長　　　（敬称略）
【関係行政機関・団体】
 経済産業省北海道経済産業局、北海道、札幌市、稚内市、札幌商工会議所ほか
【事務局】 株式会社北海道二十一世紀総合研究所

アクティブシニア

食
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地域課題解決・地方創生

医療・介護機関との連携

01

平成25年度

平成26年度

平成27年度

北海道ヘルスケアサービス
創造研究会設置 
いきいき福祉・健康フェア出展
「北海道ヘルスケアサービス
創造」提言

9月
 

10月
3月

アクティブシニア就業支援
モデルを実証
北海道ヘルスケアサービス
創造セミナー
きた食dayコンテスト2014
いきいき福祉・健康フェア出展
ヘルスケアサービスセミナー
in稚内
北海道ヘルスケア産業
マッチングセミナー

6月

8月
 

10月
11月
2月

3月

北海道ヘルスケア
産業振興協議会設立
地域における公的保険外
サービスモデルを実証
北海道ヘルスケア
産業振興協議会全体会合
北海道医療・健康展示会
いきいき福祉・健康フェア出展
WG 活動開始
きた食dayコンテスト2015
北海道ヘルスケア産業創出セミナー

4月
 

6月

8月

9月
10月

11月
2月

業種別構成

情報通信
21％

製造業
12％

医療・介護・福祉
11％

健康・生活
関連サービス
11％

バイオ
8％

関係機関・団体
8％

卸・小売4％

行政4％

専門サービス
9％

金融機関
2％ その他

9％
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　北海道内の地方自治体では、都市
部以上に高齢化と人口減少が進んで
います。こうした状況の中で、自治体
の現場では公的保険による対応に追
われ、一般高齢者に対する予防や健
康増進といった保健事業の実施に力
を注ぐことが難しい状況です。さら
に、個々の自治体単体では市場の規
模が小さすぎて民間事業者の参入も
困難な状況です。
　このような状況を打開するため、今
回、社会福祉法人渓仁会と後志管内４
町村が一体となって、住民の健康づく
りに取り組む連携体制を整え、予防・
健康管理サービスモデルの実証を行
いました。
　この実証では、「４町村健康づくり

連携会議」、「広域連携支援拠点」と
いった活動基盤づくりから着手し、住
民の健康データをもとに、個別プログ
ラム（健康相談等）、集団プログラム
（健康づくり等）を開発・実施しました。
　さらに広域での取組をサポートす
るために、ＩＴを活用した遠隔プログ
ラム（Ｗeb運動教室等）や健康データ
ベース構築にも取り組む等、実証を通

じた課題抽出や効果検証に取り組み
ました。

北海道ヘルスケア産業振興協議会活動報告書

ＭＩＳＳＩＯＮ

地域で予防や
健康増進サービスを
進めるために

ＡＣＴＩＯＮ

4町村健康づくり連携会議

広域連携支援拠点

後志管内４町村と民間事業者が一体となり保健事業を強化
社会福祉法人渓仁会、喜茂別町、ニセコ町、積丹町、島牧村

～４町村の活動をサポートする
　専任の健康相談員を配置～

　まずは、各自治体町村長、保健・福
祉担当者、保健師等が参加するネット
ワーク組織を立ち上げました。
　「顔が見える関係づくり」に取り組
み、保健事業の強化に向けた課題や
日ごろの悩みを共有するとともに、民
間連携型の新しい予防・健康増進
サービスを共に創り上げる場として充
実した会議となりました。

　喜茂別町に「広域連携支援拠点」を
設置し、専任の健康相談員を配置しま

した。
　ここでは、４町村の健康データをも
とに各種プログラムを企画・実施する
機能を担いました。また、健康相談員
として着任した社会福祉法人渓仁会

看護師の石角鈴華さんは、町村の保
健・福祉担当者や保健師との繋ぎ役
となり、４町村と一体となって健康づ
くりを行うためのキーパーソンとして
活躍しました。

地域における
公的保険外サービスモデルの実践

（経済産業省 平成27年度健康寿命延伸産業創出推進事業）

個別
プログラム
● 健康相談
● 体力測定
● 健康チェック

　健康相談員の石角さんと各町村の保健師
が連携して、４町村の約100名の住民を対象
に身長、体重、血液、血圧、歩数のデータを収
集し、個別の健康相談や健康づくりプログラ
ムの実施効果の測定に活用しました。
　健康相談では、健康相談員が喜茂別町以外の3町村にも直接出
向いて面談し、体力や基礎疾患の有無等健康状態の把握に努めま
した。

島牧村

積丹町
100km

ニセコ町 喜茂別町

札幌市

50km

・健康づくりプログラム
・健康講演会

・Web運動教室
・TV電話による健康相談
・健康データベース

遠隔プログラム
・健康相談
・体力測定
・健康チェック

個別プログラム集団プログラム

・健康相談員を配置
・住民から収集した健康データ
    等をもとに各種プログラムを
    開発・実施

広域連携支援拠点
・４町村のネットワーク構築
・現場ニーズを踏まえた
　事業内容の検討
・事業実施効果の検証

４町村健康づくり
連携会議

人口
（人）

高齢化率
（％）

北海道 5,431,658 26.8 1,090

喜茂別町 2,401 38.3 1,246

ニセコ町 4,983 26.1 944

積丹町 2,334 43.5 1,067

島牧村 1,631 41.5 1,005

後期高齢者
一人当たり医療費
（千円）

出典：住民基本台帳（平成27年）北海道の後期高齢者医療（平成26年度）
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　今回の実証では、複数自治体と民
間事業者が連携して行う予防・健康
増進サービスの基本プログラムを創
り上げることができました。実証に際
して「４町村健康づくり連携会議」が
立ち上げられ、各種事業の企画段階
から関与いただいたことでニーズに合

致したサービスとなり、４町村からは
高い評価を得ています。
　一方で、生活習慣病等の疾患リスク
の高い層に対する健康支援プログラ
ムの提供方法や町村別に異なる住民
の健康傾向や個別の健康状態に応じ
た効率的な実施体制の確立等、いくつ

かの課題も明らかになりました。基本
プログラムと個別オプションの提案
等、自治体の要望に応じたプログラム
の精査を行ったうえで、平成２８年度
からは４町村の保健事業に組み込み、
広域連携・民間連携型の新サービス
として事業化を進めます。

ＮＥＸＴ ＳＴＡＧＥ

菅原喜茂別町長に聞く！菅原喜茂別町長に聞く！
　小規模自治体の多くは、高齢化と人口減少に直面し、日毎
の対応におわれ、新たな情報の入手や人材の育成に手が回り
ません。
　この度の自治体の境界を越え、さらに民間の人材を活用
する連携事業を実施でき、保健事業を進化させたい願いを
共働により入手することができました。当初は、生活習慣の

違う地域性を把握できるかが心配でした。しかし、関係者の
知識と行動力により、想像以上の成果を得ました。この事業
から学ぶべきことは多く、意義深いものと考えております。
　今後とも、課題解決のため公的保険外サービスの必要性
や可能性を追求し、住民の安心のため努力いたします。喜茂別町長

菅原 章嗣 氏

集団
プログラム
● 健康づくり
　プログラム
● 健康講演会

健康づくりプログラム 遠隔
プログラム
● Web運動教室
● TV電話
● 健康データベース

　4町村間でネットワーク化されているTV電話システ
ムを活用し、健康相談員の石角さんが健康相談や広域
連携支援拠点と各町村の保健師の情報交換を行いま
した。また、プログラムの効率的な実施に向けて、イン
ストラクターと参加住民の画像や音声が双方通信でき
るスカイプを使用したWeb運動教室を試行しました。
　今回、収集した住民の健康データを蓄積し、自治体
の保健事業等に活用できるデータベースを整備し、健
康増進効果の「見える化」を図りました。

　栗原クリニック東京・日本橋の栗原毅院長
による講演会を開催し、合計208名の住民が
参加しました。複数自治体合同で開催する
ことで、住民対抗クイズを実施する等地域
住民の交流機会としても有意義なプログラ
ムとなりました。

健康講演会

　渓仁会グループが運営する健
診・メディカルフィットネス施設
「渓仁会円山クリニック」と協力し
て、個々の健康状態に応じた３つ
の健康づくりプログラムを開発しました。
　喜茂別町が新たに整備したフィットネススペースで、
健康運動指導士らが指導、20名を対象に実施しました。
このほか、島牧村にも健康運動指導士が出かけ、「体幹
強化！ウエスト引き締めレッスン」を開催し、20名が参
加しました。

平成28年度から 4町村で事業化

コース名

スリマー

フィットネス

ボディケア

減量・筋力強化

体型・体力維持
気分の

リフレッシュ

体の不調改善
体力づくり

筋肉トレーニングと
有酸素運動

ストレッチ、
体幹トレーニング
リズム体操

個々の身体状況に
合わせたメニュー
による運動

運動能力は比較的高く
減量・筋力アップを
めざす人

やや運動習慣のある人
楽しく運動を続けたい人

腰痛・膝関節痛などのある人
体力がなく集団運動に
ついていけない人

主な内容 対象者目 的
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　都市部では、長い間、経済活動の担
い手として企業等で活躍してきた
方々が定年退職により、企業を通じた
社会との結びつきが希薄化し、健診
機会も減少してしまうケースが多くみ
られます。こうした方々の社会参加を
促し、引き続き活躍いただくことは
社会にとって有効であるばかりでな
く、高齢者本人が心理的・身体的に
健康であり続けるためにも重要なこと
です。
　このため、社会福祉法人渓仁会で
は、札幌市の元気高齢者の社会参加
を促すことを目的として会員事業の
モデルを実証しました。

　この事業では、札幌市内の元気高
齢者をモニター会員として登録し、ボ
ランティアや社会活動の紹介や生活
支援に関する情報を提供するセミ
ナー、社会参加への関心を高めるプロ
グラムを盛り込んだツーリズムに参加

してもらいました。そして、これらのイ
ベントへの参加を通じて、モニター会
員の社会参加への意識がどのように
変化するのか、さらに、会員事業にど
のようなニーズがあるのかを検証しま
した。
　

北海道ヘルスケア産業振興協議会活動報告書

ＭＩＳＳＩＯＮ

都市部元気高齢者の
生きがい創出と
社会参加を目指して

生涯現役社会実現に向けて高齢者の社会参加を促進
社会福祉法人渓仁会

都市部の元気高齢者の組織化

身近な社会参加機会を提供
社会参加の動機付け
プログラムの盛り込みセ

ミ
ナ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム

●社会活動参加

高齢者と地元企業のマッチング 喜茂別町
●医療・介護
●高齢者住宅
●法律・税務　等

自治体のフィールドを活用した
ツーリズムを開催

収穫体験を通じた
農家との交流

積丹町 鰊番屋保存に取組む
住民等との交流

社会活動組織
と連携して開催

民間企業と
連携して開催

過疎地域の
活性化にも貢献

「社会参加無関心層を会員化するために」
生活の不安等を解消する

セミナーを開催 ツーリズムの実施

自治体と
連携

ＡＣＴＩＯＮ

　社会福祉法人渓仁会では、ヘルス
ケア事業推進室を会員事務局として
新設し、渓仁会グループの健診受診者
を対象にモニター会員を募集しまし
た。その結果、札幌市内の60～69歳
の方80名をモニター会員として登録
しました。
　募集数を大幅に上回る応募があ
り、本事業に対する期待と関心の高さ
をうかがわせました。

　定年退職等によって社会とのつな
がりが希薄となりつつある高齢者の
方々が、高齢化に伴う生活の不安を解
消するとともに、地域での様々な活動
を知っていただくためのセミナーを開
催しました。
　高齢者が中心的な役割を果たしな
がら地域コミュニティのデザインや世
代間交流に取り組むNPO法人による
セミナーでは、地域活動への参画に
高い関心を示す方も多数
おられました。
　また、意見交換会で
は、プログラム参加後の
意識変化やアクティブシ
ニアの活躍機会の創出等
のテーマに対して、これ
までの経験や知見を生か
した活発なやりとりがみ
られました。

元気高齢者の組織化
（会員事業）

身近な社会参加機会を
提供

セミナープログラム
●社会参加・地域貢献活動の紹介セミナー
●わかりやすい介護保険の仕組み講座
●相続や遺言についての法律セミナー
●60歳からの税金教室
●住宅リフォームと札幌市の住宅事情について
●高齢者住宅の種類について

（経済産業省 平成27年度健康寿命延伸産業創出推進事業）
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　今回の実証では、元気高齢者の社
会参加や健診受診を促すために有効
なプログラムやその進め方が明確と
なり、会員メニューの基本体系を構築
することができました。
　一方、モニター会員の要望が多かっ

た健康づくりプログラムの追加、健診
サービス等の割引につながる健康ポ
イント制度の実施、高齢期の多様な困
りごとに対応するための地元企業と
の連携拡充等、いくつかの課題が明ら
かになりました。

　渓仁会グループでは、今回の実証
結果をもとに、提供サービスの内容や
会員システム運営体制の検討を深め、
平成28年度に健診会員サービス事業
を立ち上げる方向です。

ＮＥＸＴ ＳＴＡＧＥ

平成28年度から 渓仁会グループで事業化の方向

社会参加や健康の維持
増進等の活動をすれば、
健診費用等が
割引されるとよい

病気にならないための
メニューをもっと
実施してほしい

健康づくりを
中心とした一元的
窓口があるとよい

　住宅や介護、相続等の高齢化に伴
う困りごとがあった場合に、信頼でき
る身近な相談先として活用いただけ
るように、この事業で開催したセミ
ナーの講師は地元企業に担ってもら
いました。
　今回のモニター会員は高齢者と
いっても比較的若い世代であったた
め、具体的な相談には至りませんでし
たが、今後おこり得る問題への備えと
して参考にしていただきました。

　渓仁会では、喜茂別町・積丹町と連
携して地域資源を活用した参加型
ツーリズムを開催しました。この中に
は、地域住民との交流や体験プログ
ラムを盛り込み、参加者の社会参加を
促す内容となるよう工夫しました。

社会参加の動機付け
プログラムを盛り込んだ
ツーリズムを開催

高齢者と地元企業の
マッチング

～鰊番屋の保存に取り組む住民等との交流～積丹町

鰊番屋の保存、活用への協力意向
全く協力したくない0％

無回答4％ とても
協力したい
4％

まあまあ
協力したい
42％

あまり
協力したくない

50％

　積丹町と連携して開催したツーリズムで
は、鰊番屋の保存に取り組む住民等との交流
や意見交換を行いました。
　実施後のアンケート結果では、4割以上の
参加者が鰊番屋の保存や活用への協力の意
向を示したほか、「ボランティア参加型のツー
リズムがよい」、「地域貢献に参加してみよう
と思うようになった」、「身近なところから地
域貢献活動を考えてみたい」等の声がありま
した。
　体験プログラムと身近な場所での活動機
会の情報提供が、社会参加への意識を持つ
きっかけづくりになりました。

～収穫体験を通じた農家との交流～喜茂別町

地域での収穫作業への協力意向

まあまあ
協力したい
57％

全く思わない0％

とても
協力したい
29％

あまり思わない
14％

　喜茂別町と連携して開催したツーリズムで
は、トマトの収穫体験や農業生産者との交流
を図るプログラムを盛り込みました。
　実施後のアンケート結果では、「種植から
収穫までの一貫した農作業してみたい」「農
家は収穫期が忙しいので収穫作業に協力し
たい」「札幌に貸し農園があれば農作業をし
てみたい」等の声がありました。
　個人差はありますが、このプログラムを通
して、収穫作業に協力したい意向や農業に
対する関心を高めていだだくことができま
した。

生活支援等の困り事の
相談をできる
窓口があるとよい
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地域包括ケアシステム構築の鍵を握る
アクティブシニアの活躍
～社会医療法人禎心会「アクティブシニア就業支援システム実証事業」の結果から～

　団塊の世代が75歳以上となる
2025年を目途に、国では、日常生活
圏域において、医療、介護、住まい、
生活支援・介護予防を切れ目なく継
続的かつ一体的に提供する「地域包
括ケアシステム」の構築を目指して
います。
　このシステムの構築には、医療・
介護機関と民間サービスが連携し
た効率的なサービスの提供と、その
担い手の確保が必要ですが、少子化
が進む中で、介護や生活支援等の分
野を担う人材が圧倒的に不足してい
る状況です。

　このような課題の解決に寄与す
る仕組みとして、社会医療法人禎心
会が主体となり、高齢者の就業に対
する意識について調査するととも
に、就業したい健康な高齢者と、介
護・生活支援等の補助的なサービス
を担う人材を求める民間事業者とを
マッチングする「アクティブシニア

就業支援システム」の実証事業を札
幌市の栄町地区で実施しました。

　高齢者を対象とした就業意識調
査結果では、定職に就いていない高
齢者のうち、地域を支える活動に賃
金等の条件に関わらず就業をしたい
という回答が3割以上ありました。
また、一週間当たりの就業日数は3、

4日程度を望む傾向があり、実際に
アクティブシニアの活動に参加した
高齢者からも週に3、４日、一日当た
り3～4時間の活動がちょうど良い
という意見がみられました。
　この結果からは、フルタイムでの
就業までは求めないが、自らの生活
ペースに応じた働き方を希望される
高齢者の姿がみてとれます。

地域包括ケアシステムの
担い手の不足

活躍が期待される
元気高齢者の存在

アクティブシニア
就業支援システムを実証

アクティブシニア就業支援システムのポイント
●元気な高齢者をアクティブシニアとして登録
●週3回、1日4時間程度の介護施設での補助的サービスに就業
●活動に対して、600円/時の謝金を支給
●就業ニーズと受入ニーズをマッチングし、活動明示書を提示
●アクティブシニアは、自身の可能な範囲での就業内容・時間等を選択可能

出典：経済産業省平成26年度健康寿命延伸産業創出推進事業  「高齢期における就業に関するアンケート調査」

■平日は毎日　■4日程度　■3日程度　■2日程度　■1日程度

60~64歳

65~69歳

70~74歳

13％

10％

5％

17％

10％

34％

40％

26％ 13％

18％27％

32％ 39％ 7％ 9％

0％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％10％

定職に就いていない高齢者の地域を支える活動への就業意向 一週間のうち就業可能な日数

■思う　■やや思う　■条件次第　■全く就業は考えていない　

60~64歳

65~69歳

70~74歳

29％

15％

16％

15％

14％

33％

32％

37％

38％

14％ 45％ 12％

0％ 30％ 50％ 70％ 90％10％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

健康な高齢者

介護保険サービス事業者、
介護保険周辺サービス事業者

アクティブシニア就業  支援システム事務局

アクティブシニア
として登録 活動協力金を支給

アクティブシニアに
活動の場を提供

アクティブシニア
活用負担を支払

・アクティブシニアの募集、周知活動
・アクティブシニアの要望把握
・受入側サービス事業者の
  求人ニーズ把握

登
録
後
、

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
も
と
で
活
動

・アクティブシニアと
  受入サービス事業者とのマッチング
・アクティブシニア活動内容把握、評価

CO LUMN
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　実証を開始した当初は、アクティ
ブシニアにどのような作業をしても
らえば良いのかという戸惑いが受入
れた高齢者施設側にありましたが、
“施設利用者と同世代なので会話が
弾み易い”、“趣味の相手が得意”等
のアクティブシニアの強みを活かし
た活動をしてもらうことで、この問
題を解決しました。
　活動終了後にアクティブシニア及
び受入施設に行った調査結果では、
満足と回答した割合がともに67%

ありました。
　活動終了後
のアクティブシ
ニアとの意見
交換では、活動
すること自体に喜びや楽しさ、ある
いは誇らしさを感じており、生きが
いづくりに寄与していることがわか
りました。
　一方、受入施設側でも、職員が抱
える雑多な業務に柔軟に対応するア
クティブシニアの活動への評価は高
く、高齢者、受入施設の双方で、この
仕組みに対する満足度が高いこと
が検証されました。

　活動に対する謝金については、
74％が満足との回答でした。アク
ティブシニアからは、適度な謝金を
得ることがちょうど良い責任感につ
ながる、金額が高すぎるとストレス
になる等の意見がありました。また、

施設側ではアク
ティブシニアの
職務能力からみ
て、今回設定し
た謝金額が妥

当と判断しています。これらから、ア
クティブシニアの活動には、この事
業で設定した程度の対価が適切で
あることが確認できました。

アクティブシニア、
高齢者施設の双方が満足

生涯現役社会実現に向けた動き
～次世代ヘルスケア産業振興協議会 生涯現役社会実現に向けた環境整備に関する検討会～

　政府では、平成27年12月、「生涯現役社会実現に向けた環境整備
に関する検討会」を設置し、生涯現役を前提とした社会経済システ
ムの再構築に向けた方策の検討が進められています。
　「アクティブシニア就業支援システム実証事業」の中でも明らかに
なったように高齢者には生きがい就労等による社会参画に対する潜

在的なニーズがあり、高齢者や地域の実態に合わせた「生涯現役」の
あり方や社会便益の提示、さらには定年後を見据えた意識改革やア
クティブシニアが活躍する受け皿の創出が主要課題となっています。
　こうした議論の場を通じて、高齢者による有償ボランティアの仕
組みづくり等、環境整備が進展することが期待されます。

出典：生涯現役社会実現に向けた環境整備に関する検討会 資料

アクティブシニアの活動に対する満足度 謝金に関するアクティブシニアの満足度

やや不満
3％

おおいに満足
38％

やや満足
38％

普通
21％

■おおいに満足　■やや満足　■普通　■やや不満　■おおいに不満

アクティブ
シニア

受入施設

20％

46％

47％

21％

23％

23％

7％ 3％

0％10％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

● 誰もが健康で長生きすることを望めば、社会は必然的に高齢化する。 ▶ 「高齢化社会」は人類の理想。
● 戦後豊かな経済社会が実現し、平均寿命が約50歳から約80歳に伸び、一世代（30年）分の国民が出現。
● 国民の平均寿命の延伸に対応して、「生涯現役」を前提とした社会経済システムの再構築が必要。

フルタイムでの活動 第二の社会活動 介護サービス・施設等の利用

経済活動 再就職（短時間労働）

ボランティア（社会貢献）

農業・園芸活動 等

身体機能の維持（リハビリ等）

居宅サービスの利用

介護施設の利用

企業にとってこの期間を如何に健康で
働いてもらうかが重要：健康投資
▶その後の健康寿命にも大きく影響

ニーズに応じた
ケア体制の整備

経済活動へのゆるやかな参加
ボランティア等社会貢献：新たなビジネス創出の必要
地域社会の特性に応じた働き方、社会貢献の在り方を検討。

この期間（健康寿命）を如何に長く維持することができるか

最期まで
自分らしく生きるための
多様なニーズに応じた
柔軟な仕組み作り

居宅継続の
場合も

●年代が近いこともあり、施設の利用者と
の会話がはずみ、喜んでもらえて嬉しい
●一人暮らしなので、施設の利用者と会
話できることが楽しい
●高齢者施設で活動することを家族から
褒められて誇らしい
●謝金が高いとストレスになる
●アクティブシニアの活動をすることで
生活のリズムがよくなる

（経済産業省平成26年度健康寿命延伸産業創出推進事業）出典：経済産業省平成26年度健康寿命延伸産業創出推進事業「アクティブシニアの活動に関するアンケート結果」
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　北海道の豊富な食材を使った医
療・高齢者施設の給食献立を対象と
する「きた食dayコンテスト」。
　このコンテストは“①医療・高齢者

施設の給食における道産食材利用を
拡大する”“②よりよい給食サービス
につなげる”“③「食」の担い手である
管理栄養士・栄養士・調理従事者にス

ポットライトをあてる”の3つのコンセ
プトをもとに開催しています。

北海道ヘルスケア産業振興協議会活動報告書

道産食材を活用した給食献立コンテスト「きた食dayコンテスト」

地域資源を活用した
「医・農商工連携」の実践

きた食dayコンテスト2015の概要

グランプリ作品

主催 きた食dayコンテスト実行委員会
【構成機関】北海道ヘルスケア産業振興協議会、

(特非)北海道病院協会、(公社)北海
道栄養士会、北海道老人福祉施設協
議会、ホクレン農業協同組合連合
会、北海道漁業協同組合連合会、
(株)北海道二十一世紀総合研究所

後援 北海道、(株)北海道新聞社

参加対象 医療施設部門・高齢者施設部門
管理栄養士・栄養士と調理従事者で構成する
チーム

応募件数 63件
（医療施設部門38件、高齢者施設部門25件）

協賛 札幌ヤクルト販売(株)、生活協同組合コープさっ
ぽろ、マニュライフ生命保険(株)、ホクレン農業
協同組合連合会 道外からの応募も

！

愛心メモリアル病院（札幌市）
11月3日 文化の日 「野菜の力」

使用した ：
道産食材

米、たら、じゃがいも（きたあかり）、ほうれんそう、
ながいも、ごぼう、ゆりね、にんじん、小ねぎ

医療施設
部門

老人保健施設母恋（室蘭市）
老健母恋 オリジナル母恋御膳

使用した ：
道産食材

米（ななつぼし）、ほっき貝、さけ、そい、じゃがいも
（シャドークイーン）、棒昆布、鶏卵、にんじん、砂糖（上白糖）

高齢者施設
部門
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「きた食dayコンテスト」をきっかけに広がる取組

　平成27年9月、札幌市で開催され
た「第57回全日本病院学会ｉｎ北海
道」で「地産地消を活かした病院給食
の今後の可能性」をテーマにパネル
ディスカッションが行われ、コンテス
トの取組について紹介されました。
　また、平成27年10月、北海道大学で
開催された「第22回日本未病システム

学会学術総会」では、コンテスト受賞
作品の試食ブースを設置し、約250名
の来場者に提供されました。

　コンテストの開催結果については、
北海道新聞をはじめとする報道各社
で取り上げられました。また、各病院・
高齢者施設の広報誌のほか北海道病
院協会広報誌「ＨＯＫＰＩＴＡＬ」（約
1,100部）、北海道農政部「ｃｏｎｆａ

(コンファ）」（約1６,000部）等、多くの
媒体でご紹介されました。また、今
後、(株)モロオが調剤薬局向けに発行
している情報誌「Ｂｒｉｄｇｅ」（約
600部）にも授賞作品が紹介され、レ
シピも順次掲載される予定です。

　「丸井今井」札幌本店等で、フレン
チ惣菜「Vivre Ensemble」を展開し
ている(株)シーピーエス（札幌市）がコ
ンテスト授賞レシピを商品化、フレン
チ惣菜として発売を開始しました。商
品化に際しては、各医療・高齢者施設
に協力いただいたほか、北海道ヘルス
ケア産業振興協議会「食WG」の一環
として試食会を開催し、約40名のモ
ニターに意見や評価してもらい、その
結果を商品化に活かしました。
　同社では、今後も順次、レシピの商
品化を展開していく予定です。

　「社会医療法人母恋 日鋼記念病
院」（室蘭市）では、コンテストに応募

したレシピを活用し、「日鋼記念病院
プレミアムヘルシーランチ」を商品
化。人間ドック利用者限定で提供する
とともに、栄養表示付きのレシピを配
付し、利用者のみなさまの「生活習慣
の見直し」をはたらきかけています。

「全日本病院学会」
「日本未病システム学会」
でのPR

メディア・
広報誌などでの紹介

コンテスト授賞レシピが
「フレンチ惣菜」として
商品化

医療・高齢者施設での
コンテストレシピの活用

「デパ地下」デビュー！

日鋼記念病院栄養課　
　　　管理栄養士
　　　藤戸 あや さん

おいしそう！食べたい！
と思ってもらえるよう美味しさはもち
ろん彩りや香りが引き立つような献立
を追求しました。自分がたてた献立を
多くの方に食べてもらい、好評な意見
も多く嬉しいです。

「ヘルシーランチ」として展開！

きた食dayコンテスト
授賞・入選献立の中から

試作品を制作

モニター試食会 札幌市内百貨店で
販売

株式会社シーピーエス
食品調達販売部
　　　マネージャー
　　　伊藤 泰啓 さん

弊社の、道産食材を使用したこだわり
の惣菜づくりへの取組が、コンテスト
のコンセプトと合致しており、この度
商品化することになりました。発売した
商品はお客様からもご好評を頂いてお
り、スタッフ一同、嬉しい限りです。
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北海道ならではの病院食・健康食の展開を目指して

「北海道内の病院給食に関する実態アンケート調査」を実施

CO LUMN

　平成25年7月に
実施した北海道病
院協会有志による
札幌近郊の農園視
察が契機となり、新
札幌循環器病院で
は、同年9月から給食業務を委託している㈱エム・
エム・ピーの協力を得て、余湖農園（恵庭市）から野
菜を調達する取組をスタートしました。
　現在は、農園から週に1～3回、だいこん、にんじ
ん、かぼちゃ、リーフレタス等を調達しており、患者
やその家族からは地元野菜を使用した給食が喜ば
れています。
　こうした取組を拡げるためには、一つの病院では
輸送費に見合う食材量や野菜の在庫スペースの確
保等に限界があるため、この取組に賛同する地域内
の病院を増やし、共同仕入れを進めることが課題に
なっています。

　社会医療法人禎
心会では、生活協
同組合コープさっ
ぽろと連携して、院
内給食での道産食
材の利用拡大に取
り組んでいます。
　この取組は、コープさっぽろがもつ道産食材の調
達力と調理用に食材を一次加工する生産体制を活
用することで実現しました。
　平成28年1月から禎心会病院では、毎月１回、道
産食材をたくさん使用した給食を提供する「コープ
の日」を設けました。この日の献立には、コープさっ
ぽろから届けられたこだわりの道産野菜・米・卵・牛
乳等の食材や、道産原料を使用した納豆・天然だし
等の加工品、コープ直営工場で加工した手作りパ
ン、惣菜等がふんだんに盛り込まれています。

〈調査期間〉 平成27年7月8日～7月24日 〈調査票数・回収率〉 発送405票、有効回答187件（有効回収率／46.1％）

　北海道病院協会が会員の病院を対象とした病院給食に
関するアンケート結果では、道産米を8割以上使用してい
る病院が81％、道産野菜を5割以上使用している病院が
37％ありますが、道産の肉や魚介を多く使用している病
院は少ないようです。
　道産食材の使用について6割の病院が前向きとみられ
ますが、このような取組を進めるためには道産食材の価格
の高さ、通年供給の難しさ、仕入先の少なさ等が課題に
なっているようです。

道産食材の使用比率の目標等を
立てて取り組んでいる
1％
道産食材をできるだけ
使用している
25％

特に意識していないが、
今後は道産食材の使用を
増やしたい
34％

特に意識しておらず
今後も変わらないと思う

39％

無回答1％

道産食材の使用に関する考え方

道産食材の使用状況

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

8割以上使用 5～7割使用 2～4割使用 2割未満使用 使用していない

58%

52%

26%

10%

8%

3%

1%

7%

5%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

価格が高い
通年調達ができない

道産食材の指定に対応できる仕入先がない

一次加工されている食材が少ない
必要な数量（ロット）がまとまらない

保存期間が短い
品質が低い
その他

わからない
無回答

（n＝187）

（n＝187）

道産食材やその拡大に関する課題（複数回答）

81%

11%

11%

7%

6%

26%

11%

10%

3%

38%

20%

19%

24%

24%

36%

9%

1%

35%

28%

米
（n＝162）

野菜・果物等
（n＝144）

肉類
（n＝133）

魚介類
（n＝129）

北海道病院協会が
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道内各地に広がるヘルスケア関連の取組
　本協議会の前身の北海道ヘルスケアサービス創造研究会を立ち上げた平成25年以降、道内各地で幅広いプレーヤー
が主体となったヘルスケアの取組が始まっています。

　平成27年9月、「第57回全日本病院
学会 in 北海道」にあわせて開催され
た「北海道医療・健康展示会」（主催：北
海道経済産業局ほか）に北海道ヘルス
ケア産業振興協議会会員31社が出展
しました。
　当日は約750名の来場があり、全国
の病院関係者に北海道内のヘルスケ
ア関連企業の商品・サービスをPRする
貴重な機会となり、多くの商談が行わ

れました。
　成約に至った
例として㈱スリー
ビーの口内洗浄
スプレー「健口習
慣」は札幌市内の
病院で院内採用、
売店及び隣接調
剤薬局での取り扱いが決定しました。
また、㈱フィットの入退出管理システム

「Bio-Fit」は熊本県内の病院の医局、
薬局等への導入が決定しました。

北海道医療・健康展示会に出展

　平成27年10月、「いきいき福祉・健
康フェア2015」（主催：同フェア実行
委員会）に出展し、北海道ヘルスケア
産業振興協議会の活動内容をPRしま
した。同フェアは、今回で11回目を数
える道内最大規模の健康・福祉関連
イベントで期間中約2万人の来場があ

りました。
　当日は、「きた食dayコンテスト」の
レシピ紹介や会員企業の商品・サー
ビス展示を行ったほか、札幌ヤクルト
販売(株)の協賛により、食生活の改善
に関するミニセミナーを開催し、多く
の方が来場されました。

いきいき福祉・健康フェア2015 に出展

医療・介護機関と
ヘルスケア産業のマッチング促進
道内外の病

院と商談成
立！

メンタルヘルスプログラム
旭川市、東川町、旭川医科大学が連携し、在京のIT企業
の社員に旭川市内の住宅に滞在してもらい、東川町で
の森林浴や北海道の観光を体験し血圧やストレス値
等の変容を実証

健康商店街
中央商店街振興組合（稚内市）が、多世
代が参加する健康、美容、食のシリーズ
イベントを商店街内で開催

COI 岩見沢健康コミュニティプロジェクト
岩見沢市と北海道大学が連携して、岩見沢市内
の高齢者宅に設置した地上デジタルテレビを
インターネット回線で接続して、高齢者の見守
りや健康状態の確認を行う実験を実施

スポーツ雪かき選手権
一般社団法人日本スポーツ雪かき連盟
が、雪国特有の除雪問題にスポーツの
エッセンスを取り入れたイベントを小樽
市内で開催

CO LUMN

地域まるごと元気アッププログラム
生活協同組合コープさっぽろでは、NPO
法人ソーシャルビジネス推進センター、
北翔大学と連携協定を締結し、道内60
市町村で、健康運動指導士による運動プ
ログラムを実施

北海道
経済部産業振興局産業振興課に
「健康長寿産業グループ」を設置、
「北海道における健康長寿産業振興
の進め方」を策定

一般社団法人北海道商工会議所
連合会
健康関連事業の取り組みの方向
性を検討する「健康産業育成研
究会」を設置
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アクティブシニアWG

プラットフォームの構築と
ビジネス創出を目指して
～ 北海道ヘルスケア産業振興協議会ワーキンググループ（WG）の活動から～

　このWGでは “健康でいたい”、“住
宅や介護等の困り事を解決したい”、
“社会とつながっていたい”、“培った能
力を活かしたい”というアクティブシニ
アのニーズを参加メンバーで共有する
ところから始めました。
　次に、このようなニーズを満たす
サービスについて、個々のメンバーの
企業が提供できるサービスを持ち寄
り、地域包括ケアシステムの構築への
貢献の観点から、どのようにサービス
を提供するのかを議論しました。ここ
では、サービスの提供にあたって企業
とアクティブシニアとの接点の少なさ
が課題となりました。
　このような議論をもとに、地域包括
ケアシステム構築への貢献というコン
セプトに賛同する道内企業によるコ
ンソーシアムをつくり、情報の窓口を
一元化して発信力を高めて、様々な
サービスを提供するビジネスモデル
の構築を目指すこととなりました。
　さらに、医療・介護機関、地域包括
支援センター、町内会等の地域包括ケ
アの支援組織との連携により、高齢者

の介護予防、健康づくり、コミュニティ
形成に貢献する新たなサービスを創
出することが盛り込まれました。
　今後は、この事業に参画する企業の
増加を図るとともに、提供するサービ

スの具体化、地域住民が集いやすい
スーパー等のスペースの活用による
地域包括ケア関連サービスの提供や
コミュニティ形成の実証を行い、事業
化に向けた検討を進めていきます。

　このＷＧでは、東川町をフィールド
として、地域課題解決・地方創生につ
ながるヘルスケアビジネスの検討を
行いました。
　対話からアイデアを創発するノウハ
ウを持つNPO法人ミラツクの協力を
得て実施したワークショップでは、東
川町をケースとして「観光」「地域資
源」「健康資源」の組み合わせによる
サービスアイデアを検討しました。こ
の結果、「子どもの健康」に着目したア

イデアが多くみられました。これを踏
まえて、「子どもの健康を支える要因」
「東川町の資源」、「観光がもたらす変
化」の観点からアイデア形成を行い16
のヘルスケア増進サービスのアイデア
が得られました。
　今後は、ここで生
まれたアイデアを
含めて、東川町の意
向等を踏まえなが
ら、WGメンバーと

東川町関係者によ
るアイデアの実現
に向けた協議や協
働による実験的な
取組の検討を進め
ていきます。

～地域包括ケアシステムの構築に貢献するビジネスの創出に向けて～

地域課題解決・地方創生ＷＧ
～地域の課題解決や地方創生に貢献するヘルスケア産業の創出に向けて～

想定されるサービス例

想定されるサービス例
●東川町の子どもたち向けの朝ごはんコンテスト
●甘いもの好きの人のための体験型運動イベント

地域の高齢者

地域包括ケア構築支援組織

ワンストップによる情報発信事業

ワンストップによる相談事業

公的保険外サービスの創出

公的保険外サービスの提供

会員事業

【ニーズ】
①社会と繋がっていたい
②能力を活かしたい
③人の役に立ちたい
④新しいことにチャレンジしたい
⑤孤立したくない
⑥健康でいたい
⑦将来の生活が不安

①医療・介護機関
②地域包括支援センター
③地縁組織（町内会・自治体）
④ボランティア団体 など

情報提供 サービス
利用促進

情報発信
相談対応

公的保険外サービス
の提供

共創

道内企業コンソーシアム

●健康づくりや困りごとにワンストップで対応する窓口
　サービスや商品情報の提供
●地域にあるスペースを活用した多様な世代が楽しみ
　ながら参加できるサービスの企画・提供等
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　医療・介護機関は“ＩＴ等の技術に関
する情報が少なく、これらの技術で解
決できる課題がわからない”、IT企業等
は“医療・介護機関の課題がわからな
い”という問題があります。このような
ミスマッチを解消して新たなサービス
を生み出すため、これらの機関や企業
が意見や情報を交換できる場として、
このＷＧを設置しました。
　地域包括ケアシステムの構築への貢
献という観点から「訪問看護・介護業
務の効率化」をテーマとした議論では、
WGメンバー等のIT企業が音声認識
技術に関する情報を持ち寄って、訪問
介護事業者と意見を交わしました。
　この議論の結果、音声認識技術を
使ったシステムが、訪問業務時のサー

ビス実績の確認や記録入力の軽減に
活用できることが明らかになりました。
　一方、その導入に当たっては、導入コ
ストも踏まえたサービスの範囲の絞込
みや導入による効果の明確化等が課
題となりました。今後は、これらの課題
を掘り下げ、介護事業者に望まれるシ
ステムのあり方の検討を継続します。

　このWGでは、生活習慣病予防のた
めに食生活の改善を促すビジネスを
創出できないかという観点から議論を
しました。
　最初のWGでは、このビジネスの顧
客イメージについてWGメンバーでの
共有を行い、“３食をつくることが負担
な働く女性たち”、“安全・安心でバラン
スの良い食事をとりたい働く人たち”
等を対象としました。
　次に、このような顧客に提供する
サービスアイデアをWGメンバーが持
ち寄って議論し、主な顧客を健診等で
メタボの改善が必要とされた生活習慣
病予備軍のサラリーマンと想定して、
外食等を通して食生活改善について意
識付ける仕組みを検討しました。
　これらの議論を踏まえて、健康食の
提供側となる道内の飲食店や弁当・惣
菜事業者に対しては医療・介護機関の
管理栄養士等との連携により健康食
の開発を支援し、生活習慣病予備軍に
対しては食生活改善を促す情報やこ
の事業に参画する飲食店等が提供す
るメニューや商品をスマホのアプリ等
を発信して健康食の利用を促すビジ

ネスモデルを考えました。
　また、この事業の周知や会員の確保
に向けては、道内の健保組合や従業員
の健康改善に意識の高い企業との連
携を図っていく考えです。
　今後は、WGメンバーを中心に、この
ビジネスモデルへの参画事業者を募り、
事業化に向けた実証を行う方向です。

食ＷＧ
～食生活の改善を促す健康食ビジネスの創出に向けて～

医療・介護機関との連携ＷＧ
～医療・介護機関と民間事業者との連携から生まれるサービスの創出に向けて～

想定されるサービス例
●飲食事業者等に対する健康食の開発支援
●生活習慣病予備軍への食生活改善や健康食を提供する飲食店の情報提供

想定されるサービス例
●訪問時の利用者との会話内容を認識し、予定のサービスを実施できたのかを
チェック・確認できるシステム
●移動中の空き時間を活かして、音声で訪問内容等を報告すると訪問記録が自
動的に作成されるシステム

事業周知、
インセンティブ

生活習慣病予備軍

健康食の開発支援

プロモーション・
マーケティング支援

食生活改善を促す
情報提供

健康食弁当・
ケータリングの受発注
およびデリバリー

（管理栄養士）

●飲食店
●弁当・惣菜会社等

情報提供

健康食レシピ

広告料
手数料

アプリ
利用料

レシピ提供
プロモーション
マーケティング支援
受発注支援
デリバリー

発注

道内企業・健保等 運営組織 医療・介護機関

事業者

飲食の提供
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事務局／㈱北海道二十一世紀総合研究所内
TEL.011-231-3053／FAX.011-231-3143

http://www.hcs-hokkaido.net/

北海道ヘルスケア産業振興協議会
平成28年2月

この冊子は経済産業省平成27年度健康寿命延伸産業創出推進事業を活用して作成しました。
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